
１ はじめに

東日本大震災では津波によって多くの人命と財

産が失われた．津波によって海に流された人の捜

索のため，津波来襲の翌日の３月１２日から漂流

予測が行われた．人の捜索と同時に，海上に流出

した大量の漂流物が海上交通の障害になったこと

から，漂流船舶を初め様々な漂流物について数多

くの漂流予測が行われた．

本項では，東日本大震災対応として行った漂流

予測について手法，実施状況および今後に向けて

の漂流予測システムの改善点について述べる．

２ 手法

現在の漂流予測システムは，１９９７年１月に日

本海で発生したタンカー「ナホトカ号」の重油流

出事故を重要な契機として研究開発が始まった

（寄高，２００２）．乱流による拡散をシミュレートす

る現行の漂流予測プログラムの最初期のバージョ

ンは，１９９７年７月に東京湾で発生したダイヤモ

ンドグレース号の事故による重油の拡散を再現し

た東京湾漂流計算プログラムであり（佐藤，

１９９８），アルゴリズムは基本的に現在も同じであ

る．

漂流予測は漂流予測サーバーを使って行う．漂

流物に関するパラメータとして漂流物の種類，漂

流開始時刻，漂流開始位置を漂流予測サーバーに

入力し，メッシュデータとして与える海流と風に

よって漂流物がどう漂流するかシミュレーション

を行う．このため，いかに信頼性の高い海流と風

のメッシュデータを与えるかが，漂流予測の信頼

性を決める主要な要素となる．

海流メッシュデータはリアルタイムデータベー

スによって毎日０５：１５に自動生成される．ソー

スデータは複数あり，気象庁から送られる同化シ

ステムデータ（MOVE/MRI.COM），人工衛星海

面高度計から計算する地衡流データ，沿岸域につ

いて管区海洋情報部が独自に作る海流データ（以

下，「最適化データ」という），巡視船と測量船で

観測される海流データである．同化システムデー

タ，地衡流データ，最適化データはエリアがオー

バーラップするため Fig．１に示す海域によって区

分している．

最適化データの作成方法は管区によって異な

る．第二管区海洋情報部では人工衛星で観測され

る水温分布と海面高度分布を参照し，手作業で最

適化データを作成している．第三管区海洋情報部

では水温分布から海面高度分布を推算し，地衡流

への換算式を使って自動で最適化データを作成し

ている．Fig．２に第二管区海洋情報部で作成した

２０１１年３月４日の最適化データを，また Fig．３
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Abstract

For the search of people carried away to the sea by the tsunami, trajectory predictions were performed since March

１２th, the next day of the tsunami attack. At the same time, as a large number of drifting objects obstructed the ma-

rine traffic, many trajectory predictions were performed for various drifting objects including drifting vessels.
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に第三管区海洋情報部で作成した２０１１年３月１０

日の最適化データを示す．

巡視船と測量船によって観測される海流と風の

データは，通信衛星を経由してリアルタイムデー

タベースに送られる．Fig．４に２０１１年３月１１日

から６月２０日までの海流観測データを示す．

リアルタイムデータベースで作成された海流

メッシュデータは，漂流予測サーバーに転送され

６０日間保存されて漂流予測と逆漂流予測に使わ

れる．Fig．５に東日本太平洋側について２０１１年３

月１１日から６月２１日まで１０日毎の海流メッ

シュデータを示す．

風のメッシュデータは，気象庁から３時間毎に

送られてくる風予報値と巡視船・測量船で観測さ

れる風データをソースデータとして漂流予測サー

バーで自動生成される．漂流予測サーバーは，同

時に複数の漂流予測の計算が円滑に実施できるよ

う冗長化されている．

３ 漂流予測の実施状況

震災対応の漂流予測は，津波が来襲した翌日の

３月１２日から漂流予測が始まり，６月２２日まで

合計２５６回行われた．ここでは，本庁海洋情報部

環境調査課および第一管区から第四管区までの各

海上保安本部海洋情報部が行った漂流予測のそれ

ぞれの実施状況を述べる．

（１）本庁で実施した漂流予測

震災後最初に行った漂流予測は，釜石港から津

波によって流された人を捜索・救助するための漂

流予測であり，３月１３日１８：００に漂流予測（第

図３ 第三管区海上保安本部による最適化データ．

Fig．３ Coastal current analysed by the３rd R.C.G.Hqs.図１ 各データの範囲．

Fig．１ Coverage for each data, A : assimilation sys-
tem, B : geostrohpic current, C : coastal cur-
rent.

図２ 第二管区海上保安本部による最適化データ．

Fig．２ Coastal current analysed by the２nd R.C.G.Hqs.
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１報）として予測結果を報告した．漂流予測の計

算では津波による流れの効果は考慮されていない

ため，漂流開始位置の設定には工夫が必要であっ

た．津波によって港外まで流された後は津波の影

響は無視できると仮定し，港外の適当な点を起点

とし，３月１１日１５：２０を漂流開始時刻として６３

時間後までの漂流予測を行った．

その後，他の被災港からの漂流についても依頼

があり，釜石港の他，八戸港，仙台塩釜港，相馬

港について，船内に取り残されて船とともに漂流

していることも想定し，人と船について漂流予測

を行った．Fig．６に漂流予測結果を示す．

Fig．６をみると，第５報八戸（人）と第９報八

戸（船）では外に流されずに防波堤や港内に漂着

するとの予測結果になっている．実際には漂着し

ていないことから，第１０報八戸（人）と第１１報

（船）では，より外海側に起点を設定して漂流予

測を行った．

これを皮切りに５月１９日まで６４回の漂流予測

が行なわれた．

（２）管区海上保安本部海洋情報部が実施した漂流

予測

第二管区海洋情報部では震災直後は停電のため

漂流予測サーバーが利用できなかったが，すぐに

自家発電により電源供給がなされ，３月１４日に

は漂流予測が行われた．その後６月２４日まで１４９

回の漂流予測が行われた．

第三管区海洋情報部で最初に漂流予測対応を

行った震災関連案件は，３月２４日に鹿島沖で海

上保安庁の航空機により発見された無人漂流船

（全長１３m，７トン）であった．その後６月２２

日まで２４回の漂流予測が行われた．

図４ 巡視船・測量船による海流．

Fig．４ Current measured by the vessels of J.C.G.

表１ 漂流予測回数．

Table１ Number of trajectory prediction.
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震災後，最初に漂流予測を行ったのは第四管区

海洋情報部であった．地震発生日の深夜に確認さ

れた名古屋港内の木材漂流について漂流予測を行

い，３月１２日０３：００に予測結果を報告した．第

四管区海洋情報部における震災対応の漂流予測は

３月１２日・１３日の７回であった．

第一管区海洋情報部では津波を起因とした流木

が十勝港北東方と釧路港南西方で多数確認され，

３月１７日から２０日まで１２回の漂流予測が行われ

た．

４ 考察と今後の課題

Fig．７に日毎の漂流予測を実施した件数を実施

した管区別に示す．震災後４月前半までは，ほぼ

毎日の漂流予測を実施した．４月後半からは散発

的な漂流予測の実施となった．

震災後３ヶ月半にわたって震災関連の漂流予測

を行ったが，漂流予測の目的の変化から３つの期

間：第�期（３月１１日～３月１６日），第�期（３
月１７日～３月３１日），第�期（４月１日～６月２４
日）にわけることができる．第�期は津波によっ
て流された人の捜索・救助を目的とする漂流予測

が主体であった．第�期は人の捜索と漂流船舶の
回収が目的となった．第�期は航路障害となる漂
流船舶の周知が主たる目的となった．Fig．８に漂

流予測の対象物の分類を示す．第�期，第�期に
おいても人の漂流予測を行っているが，これは漂

流遺体の回収を目的としていた．

図５ 合成海流．

Fig．５ Compiled current.

Trajectory prediction of drifting object
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図６ 漂流予測．

Fig．６ Trajectory prediction of drifting object.

Environmental and Oceanographic Research Division

－ 54－



図７ 漂流予測回数．

Fig．７ Number of trajectory predictions.
図８ 漂流物の種類別の数．

Fig．８ Number of each kind of drifting objects.

図９ 漂流物の位置図．

Fig．９ Location map of drifting objects.

Trajectory prediction of drifting object
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Fig．９に漂流予測の実施場所を示す．時間経過

とともに実施場所が東方に広がっている．第�期
では東日本の沿岸部に集中していたものの，第�
期では東経１４５度まで外洋に広がり，第�期では
東経１５６度付近に達している．なお，漂流予測

サーバーで計算できる東縁は東経１６０度である．

Fig．７をみると，４月２５日に本庁で漂流予測を

１４回実施している．これは，３月１１日を漂流開

始時として６０日間の漂流予測を求められたもの

の，システム上，予測期間の上限が２０日程度で

あるため，複数回に分割して漂流予測を行ったこ

とから回数が増えたものである．３０日程度の逆

漂流予測は，震災以外でも実施することがあるた

め，システムの改修が必要である．

５ まとめ

東日本大震災では巨大津波によって東日本太平

洋岸の広域にわたって多くの人と膨大な量の物が

海に流されたため，数多くの漂流予測が実施され

た．第二管区海上保安本部も被災して電源供給が

途絶えたため，発災直後は第二管区海洋情報部で

は漂流予測を行うことができず本庁で行った

が，３日目からは第二管区海洋情報部でも漂流予

測が実施できるようになり，それ以降は本庁と第

二管区海洋情報部で協力して対応した．漂流予測

システムがオンラインネットワークシステムで

あったことから，本庁と第二管区海洋情報部のど

ちらでも同じ漂流予測を実施できたことが，この

ような協力関係を可能にした．今回の震災では本

庁が被災せず漂流予測サーバーが無傷であったこ

とが幸いであった．本庁が被災して漂流予測サー

バーが使用不能に陥ったとき，いかに漂流予測業

務を維持するか，以前から指摘されてきた問題で

はあるが，あらためて問題の重要性が認識され

た．遠隔地でのバックアップシステムの構築等問

題解決に向けての検討が急がれる．
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要 旨

津波によって海に流された人の捜索のため，津

波来襲の翌日の３月１２日から漂流予測が行われ

た．人の捜索と同時に，海上に流出した大量の漂

流物が海上交通の障害になったことから，漂流船

舶を初め様々な洋上漂流物について数多くの漂流

予測が行われた．
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